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目的 たばこ規制枠組み条約（FCTC）第14条のガイドラインでは，たばこ対策と禁煙治療を支え

る土台整備のため「すべての医療従事者は，タバコ使用習慣をたずね，短時間の禁煙アドバイ

スを行い，禁煙を励まし，必要な場合専門治療施設に紹介する必要がある」と述べられてい

る。禁煙による疾病予防効果，予後改善効果のエビデンスが確立されている疾患分野において

は，明瞭に診療ガイドラインへ記載することにより禁煙指導を標準化した治療指針の一つとし

て位置付ける必要がある。そこで本研究では各学会の診療ガイドラインにおける禁煙の位置づ

けについて調査研究を行った。また受動喫煙防止活動を積極的に推進しているかという観点か

ら，専門医・認定医が非喫煙者であることを条件にしている学会の調査を行った。

方法 2014年のアメリカ公衆衛生総監報告書「The Health Consequences of Smoking. 50 Years/ A
Report of the Surgeon General Executive Summary」において，喫煙と因果関係ありと判断す

る上での証拠が確実と判定された疾患を喫煙関連疾患と定義し，喫煙関連疾患に関係する学会

を対象に，2016年 4 月現在，ホームページにおいての禁煙宣言や診療ガイドラインにおける禁

煙推奨の位置づけを検討した。また受動喫煙防止活動推進の観点から2016年 4 月現在，ホーム

ページで専門医・認定医が非喫煙者であることを条件としていることを公表している学会を調

査した。

結果 調査した24学会中，禁煙宣言を行っているのは 9 学会（38），診療ガイドラインにおいて

喫煙と疾患との関連性を記載しているのは18学会（75），禁煙推奨に関して記載しているの

は15学会（63）であった。また専門医・認定医が非喫煙者であることを規則で明記している

学会は 5 学会であった。

結論 心血管分野のガイドラインと日本麻酔科学会周術期禁煙ガイドラインは他の分野より禁煙の

重要性が強調されているが，それでも米国に比べれば遅れていることが判明した。
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 は じ め に

喫煙は非感染性疾患（NCDs）の主要な危険因子

であり1～3)，禁煙が癌，心血管疾患，呼吸器疾患，

糖尿病合併症など様々な疾病の予防や予後の改善に

つながるというエビデンスが多く存在する4,5)。た

ばこ規制枠組み条約（FCTC）第14条のガイドライ

ンでは，たばこ対策と禁煙治療を支える土台整備の

ため，「すべての医療従事者は，タバコ使用習慣を

たずね，短時間の禁煙アドバイスを行い，禁煙を励

まし，必要な場合専門治療施設に紹介する必要があ

る」，と述べられている。しかしながら，医療現場

での禁煙アドバイスや禁煙治療に関する情報提供な

どが必ずしも徹底されているとは言えない。Inter-
national Tobacco Control Policy Evaluation Project に
よる15か国での禁煙行動のグローバルサーベイラン

スの結果によると，日常診療での医師から患者への

禁煙アドバイスについては，アメリカの72.6を筆

頭にカナダ，イギリス，中国，韓国，オーストラリ

アなど多くの国でその実施割合が50を超えてい

る6)。一方，中村らの実施した喫煙者コホート調査

によると，我が国では医師から短時間の禁煙アドバ

イスを受けた喫煙者は32.4と低率であり，禁煙ア

ドバイスが必ずしもできていない現状が明らかとな

った7)。日々の診療においては各学会の定めるガイ

ドラインが診療の指針となるものであることから，
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禁煙による疾病予防効果，予後改善効果のエビデン

スが確立されている疾患分野においては，ガイドラ

インにおいて標準的治療法の一つとして禁煙推奨及

び指導を位置づけるべきであり，さらに，禁煙の意

思がある喫煙者には禁煙治療も進めるべきである。

明瞭に診療ガイドラインへ記載することにより禁煙

指導を標準化医療・治療指針の一つとして位置付け

ることができれば，医師の患者に対する禁煙推奨率

を高めることができ，ひいては疾病の予防，医療費

の節減，主たる死亡原因である癌・心血管疾患の減

少・QOL 改善と，健康な長寿社会の実現につなが

ると考えられる。

本研究では喫煙関連疾患を取り扱う学会を選択

し，特に NCDs に関連した診療ガイドラインを中

心に調査し，禁煙の位置づけについて調査研究を行

った。また受動喫煙防止活動を積極的に推進してい

るかという観点から，専門医・認定医が非喫煙者で

あることを条件にしている学会の調査を行った。

 方 法

. 各学会の診療ガイドラインにおける禁煙の位

置づけ

2014年のアメリカ公衆衛生総監報告書「The
Health Consequences of Smoking. 50 Years/ A
Report of the Surgeon General Executive Summary」
において，喫煙との因果関係を立証するだけの十分

な疫学的知見があるとされる疾患を，ここでは喫煙

関連疾患を定義した。すなわち喫煙関連疾患とし

て，動脈硬化，バージャー病，虚血性心疾患心筋

梗塞ならびに狭心症，脳卒中，糖尿病，妊娠・出

産・胎児異常，加齢黄斑変性症，歯周病，慢性閉塞

性肺疾患（COPD），慢性気管支炎，気管支喘息，

大腿骨頸部骨折，関節リウマチ，頭頸部癌，口腔

癌，肺癌，食道癌，胃癌，肝癌，膵癌，膀胱癌，腎

癌，白血病を取り上げた。また，喫煙関連疾患に関

係する24学会を対象に，2016年 4 月現在の各学会の

ホームページにおいて調査を行った。特に

 学会として禁煙宣言をしているか，あるいは

喫煙と疾病との疫学的・病態的関連ならびに禁煙に

よる効果に言及されているかどうか。

 疾病の治療指針として禁煙推奨，禁煙治療を

推奨すること，受動喫煙（間接喫煙）の回避が含ま

れているかどうか。

 前記の記載がある場合，禁煙推奨のクラス

分類やエビデンス分類について記載があるか。

の 3 点について中心的に検討を行った。調査した学

会名とガイドライン名の詳細は表 1 の通りである。

. 専門医・認定医が非喫煙者であることを条件

にしている学会

喫煙関連疾患に関係する24学会を対象とし，さら

に医療関係学会おいて，2016年 4 月現在，各学会の

ホームページで専門医，または認定医が非喫煙者で

あることを条件としていることを公表している学会

を調査した。

さらに上記では喫煙関連疾患と定義されていない

ものの，喫煙と有意な関連性が報告されている慢性

腎臓病および静脈血栓塞栓症，また経口避妊薬服用

や手術など，喫煙によりリスクの上昇する項目につ

いても調査した。

 結 果

2016年 4 月現在の各学会の禁煙宣言と診療ガイド

ライン記述の詳細は以下の通りである（表 2）。
. 動脈硬化学会

動脈硬化学会は禁煙宣言を行っている。

1) 動脈硬化

喫煙により動脈硬化は促進される2,8)。動脈硬化

学会の動脈硬化性疾患予防ガイドライン2007では

「LDL コレステロール以外の主要危険因子には，高

血圧，糖尿病，喫煙，家族歴，低 HDL コレステ

ロール血症，男性・加齢がある（エビデンスレベル

A多くのランダム化試験やメタ解析に基づくデー

タがある）」と記載され，「本ガイドラインでは喫煙

など脂質異常以外の危険因子を厳格に判断し対処す

ることの重要性を強調した」と序文に記載されてい

る。推奨グレードに関して記載はない。

. 日本循環器学会

日本循環器学会は禁煙宣言を行っている。

1) バージャー病（閉塞性血栓性血管炎）

バージャー病（閉塞性血栓性血管炎）は喫煙と密

接な関連が示されている疾患である9)。日本循環器

学会を筆頭に日本医学放射線学会，日本胸部外科学

会，日本血管外科学会，日本小児科学会，日本腎臓

学会，日本心臓血管外科学会，日本心臓病学会，日

本病理学会，日本脈管学会，日本リウマチ学会合同

研究で作成された血管炎症候群の診療ガイドライン

（JCS 2008）では，厚生労働省軟知性血管炎研究班

のバージャー病の治療指針として「◯治療の原則

禁煙の励行。間接喫煙も避ける」と記載されてい

る。エビデンスのクラス分類は記載されていない。

2) 虚血性心疾患の一次予防

喫煙は虚血性心疾患の主要なリスク因子の一つで

ある2)。日本循環器学会を筆頭に日本栄養・食糧学

会，日本高血圧学会，日本更年期医学会，日本小児
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表 各学会のガイドライン名

学 会 名 ガイドライン名

【 1 】動脈硬化学会 動脈硬化性疾患予防ガイドライン2007年

【 2 】日本循環器学会

虚血性心疾患の一次予防ガイドライン2006年（他学会合同)

血管炎症候群の診療ガイドライン2008年（他学会合同)

冠攣縮性狭心症の診断と治療に関するガイドライン2008年（他学会合同)

心筋梗塞二次予防ガイドライン2011年（他学会合同)

【 3 】日本脳卒中学会 脳卒中治療ガイドライン2009年

【 4 】日本糖尿病学会 科学的根拠に基づく糖尿病診療ガイドライン2013年

【 5 】日本産科婦人科学会 産婦人科診療ガイドライン―産科編2014年

【 6 】日本眼科学会 加齢黄斑変性の治療指針2012年

【 7 】日本歯周病学会 歯周病の検査・診断・治療計画の指針2008年

【 8 】日本呼吸器学会
COPD（慢性閉塞性肺疾患)ガイドライン

咳嗽に関するガイドライン第 2 版（2012年)

【 9 】日本アレルギー学会 喘息予防・管理ガイドライン改訂版2010年

【10】日本整形外科学会 大腿骨頚部/転子部骨折診療ガイドライン改訂第 2 版（2012年)

【11】日本リウマチ学会 関節リウマチ治療におけるメトトレキサート診療ガイドライン2011年

【12】日本頭頸部癌学会 頭頸部癌診療ガイドライン2013年

【13】日本口腔腫瘍・外科学会 科学的根拠に基づく口腔癌診療ガイドライン2009年版

【14】日本肺癌学会 肺癌診療ガイドライン2013年

【15】日本食道学会 食道癌診療・治療ガイドライン2012年

【16】日本胃癌学会 胃癌治療ガイドラインの解説 一般用2004年

【17】日本肝臓学会 肝癌診療ガイドライン2013年

【18】日本膵臓学会 膵癌治療ガイドライン2013年

【19】日本泌尿器科学会
膀胱癌診療ガイドライン2009年

腎癌診療ガイドライン2011年【第 2 版】

【20】日本血液学会 造血器腫瘍診療ガイドライン2013年

【21】日本腎臓学会 CKD 診療ガイド2012年

【22】日本血栓止血学会 肺血栓塞栓症/深部静脈血栓症（静脈血栓塞栓症）予防ガイドライン2004年

【23】日本麻酔科学会 周術期禁煙ガイドライン2015年

【24】日本手術医学会 手術医療の実践ガイドライン2013年
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循環器学会，日本心臓病学会，日本心臓リハビリ

テーション学会，日本糖尿病学会，日本動脈硬化学

会，日本老年医学会合同研究で作成された虚血性心

疾患の一次予防ガイドライン（JCS 2006）では，

日本人の虚血性心疾患への対応として「喫煙は，明

らかに虚血性心疾患の重要な危険因子であり，完全

な禁煙を実施することを指導するとともに，受動喫

煙も能動喫煙以上に虚血性心疾患発症に寄与するこ

とを国民に周知徹底すべきである」と記載されてい

る。またエビデンスグレーディングにおいて，「完

全な禁煙を実施」「受動喫煙も回避されるべき」が

共に，エビデンス～の 8 段階評価で上位から 3
番目（よく管理されたコホート研究によるエビ

デンス）に位置付けられている。

3) 心筋梗塞の二次予防

心筋梗塞は動脈硬化プラーク破綻によって引き起

こされるが，喫煙は動脈硬化プラークを不安定化さ

せる主要な要因のひとつである2,8)。日本循環器学

会を筆頭に日本冠疾患学会，日本救急医学会，日本

集中治療医学会，日本心血管インターベンション学
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表 各学会の禁煙宣言と診療ガイドラインに関す

る記載

学 会 名
禁煙
宣言

診療ガイドライン

喫煙と疾
患との関
連性に関
する記載

禁煙
推奨に
関する
記載

【 1 】動脈硬化学会 ◯ ◯ ◯

【 2 】日本循環器学会 ◯ ◯注 ◯注

【 3 】日本脳卒中学会 × ◯ ◯

【 4 】日本糖尿病学会 × × ◯

【 5 】日本産科婦人科学会 ◯ ◯ ◯

【 6 】日本眼科学会 × × ◯

【 7 】日本歯周病学会 ◯ ◯ ◯

【 8 】日本呼吸器学会 ◯ ◯ ◯

【 9 】日本アレルギー学会 × ◯ ◯

【10】日本整形外科学会 × ◯ ×

【11】日本リウマチ学会 × × ×

【12】日本頭頸部癌学会 ◯ × ×

【13】日本口腔腫瘍・外科学会 ◯ ◯ ×

【14】日本肺癌学会 ◯ ◯ ×

【15】日本食道学会 × ◯ ×

【16】日本胃癌学会 × ◯ ◯

【17】日本肝臓学会 × × ×

【18】日本膵臓学会 × ◯ ◯

【19】日本泌尿器科学会 × ◯ ◯

【20】日本血液学会 × ◯ ×

【21】日本腎臓学会 × ◯ ◯

【22】日本血栓止血学会 × × ×

【23】日本麻酔科学会 ◯ ◯ ◯

【24】日本手術医学会 × ◯ ◯

◯（あり）の割合 38 75 63

（2016年 4 月現在)

注他学会合同作成ガイドライン
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会，日本心臓血管内視鏡学会，日本心臓病学会，日

本心臓リハビリテーション学会，日本心不全学会，

日本動脈硬化学会，日本不整脈学会，日本脈管学会

合同研究で作成された心筋梗塞二次予防ガイドライ

ン（JCS 2011）においては，喫煙による冠動脈疾

患死亡リスクの増加，禁煙によるリスク軽減につい

て述べられた後，一般療法の一つとして「喫煙歴を

把握」し，「喫煙歴があれば，弊害を説明し，禁煙

指導，支援を図る．受動喫煙の弊害も説明し，生

活，行動療法も指導する」ことが，エビデンスレベ

ル B として，クラス I に分類されている。

4) 冠攣縮性狭心症

喫煙は冠攣縮と密接に関連している10)。日本循環

器学会を筆頭に日本冠疾患学会，日本胸部外科学

会，日本心血管インターベンション学会，日本心臓

病学会，日本心臓血管外科学会合同で作成された冠

攣縮性狭心症の診断と治療に関するガイドライン

（JCS 2008）においては，「冠攣縮の治療に禁煙指

導は欠かせない」と記載され，治療の日常生活の管

理（危険因子の是正）において，禁煙はクラスに

分類されている。

. 日本脳卒中学会

日本脳卒中学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 脳卒中

喫煙は脳梗塞・クモ膜下出血の危険因子であ

る11)。日本脳卒中学会の脳卒中治療ガイドライン

2009において，一般の発症予防のための危険因子管

理として「喫煙は脳梗塞・クモ膜下出血の危険因子

であり，喫煙者には禁煙が推奨される」と述べら

れ，禁煙推奨がグレード A（行うよう強く勧められ

る）に分類されている。また，「喫煙者には禁煙教

育，ニコチン置換療法，経口禁煙薬が推奨される」

として，禁煙治療を勧めることはグレード B（行う

よう勧められる）に分類されている。受動喫煙を回

避についてはグレード C1（行うことを考慮しても

良い）と記載されている。

. 日本糖尿病学会

日本糖尿病学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 糖尿病

喫煙による酸化ストレスが耐糖能を低下させ，糖

尿病発症率を上げることは国内外の研究で明らかに

なっている12～15)。日本糖尿病学会の科学的根拠に

基づく糖尿病診療ガイドライン2013では「糖尿病慢

性合併症の予防，進展抑制のためには禁煙を守る」

と記載され，グレード A（行うよう強く勧める）に

分類されている。しかし喫煙の糖尿病合併症に及ぼ

す影響などに関する記載は認めない。

. 日本産科婦人科学会

日本産科婦人科学会は禁煙宣言を行っている。

1) 妊娠・出産・胎児異常

女性の喫煙は，妊娠する能力の低下・早期破水・

前置胎盤・胎盤異常・早産や妊娠期間の短縮，胎児

の成長が制限されたり低出生体重の原因とな

る16,17)。日本産婦人科学会の産婦人科診療ガイドラ

イン―産科編2014において，「1. 妊娠初期に喫煙の

有無について問診するグレード B（勧められる），

2. 喫煙妊婦には禁煙を指導するグレード B（勧め
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られる），3. 喫煙および受動喫煙の有害性について

問われた場合には，「ヒトの健康，生命予後，胎児

の成長，小児の成長・健康などにさまざまな影響を

及ぼす」と答えるグレード B（勧められる），4.
パートナーが喫煙していた場合，禁煙を指導する

グレード C（考慮される），5. 受動喫煙しないよう

に指導するグレード C（考慮される）」と明確に

推奨クラス分類されると同時に，喫煙に関する様々

なエビデンスについて詳細に解説されている。

. 日本眼科学会

日本眼科学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 加齢黄斑変性

喫煙で加齢黄斑変性のリスクが高まる18)。日本眼

科学会の加齢黄斑変性の治療指針2012では「前駆病

変，萎縮型加齢黄斑変性に対しては，禁煙や食生活

などの生活習慣改善と抗酸化サプリメントによる予

防的治療を，」と記載されている。エビデンスレベ

ル，推奨グレードの分類はされていない。

. 日本歯周病学会

日本歯周病学会は禁煙宣言を行っている。

1) 歯周病

喫煙は糖尿病と並んで歯周病の二大危険因子とな

る19,20)。日本歯周病学会の歯周病の検査・診断・治

療計画の指針2008において，「喫煙は，歯周病の主

要なリスクファクターであり，喫煙者は非喫煙者に

比べ 2～9 倍，歯周病の罹患率が高い。禁煙するこ

とで，歯周病の進行リスクが低下し，歯周病治療効

果が上がることが実証されている」と記載され，禁

煙は「歯周基本治療」として位置づけられており，

医療面接において喫煙状況を聴取するよう記載され

ている。エビデンス分類はない。

. 日本呼吸器学会

日本呼吸器学会は禁煙宣言を行っている。

1) 慢性閉塞性肺疾患（COPD）

COPD は別名たばこ病と言われており，原因の

90以上は喫煙と報告されている21)。日本呼吸器学

会の COPD（慢性閉塞性肺疾患）ガイドラインに

おいて，「喫煙は COPD の最大の害的危険因子であ

る」とし，受動喫煙の問題にも言及している。ま

た，治療と管理の項目に禁煙を大きく取り上げ，

「禁煙は COPD の発症リスクを減らし，進行を止め

る唯一の最も効果的で最も費用対効果の高い介入法

である」，「喫煙はニコチン依存という薬物依存症の

一型とされている」，「臨床医による 3 分間の短い禁

煙アドバイスをするだけでも，継続禁煙率が増加す

ることが報告されている」，「禁煙治療は行動科学的

アプローチによる行動療法と，薬理学的アプローチ

による薬物療法を組み合わせて行われる」また，禁

煙を希望する患者を支援するストラテジー（あらゆ

る機会に患者の喫煙状況をたずね，すべての喫煙者

に禁煙を強く説得し，意思確認，禁煙援助など）も

詳細に記載されている。

2) 慢性気管支炎

慢性気管支炎は，長期の喫煙がもっとも重要な原

因と考えられている21)。日本呼吸器学会の咳嗽に関

するガイドライン第 2 版において，「慢性気管支炎

の原因のほとんどは喫煙であり，喫煙量と罹患に直

接的な関連性がある（推奨グレードなし，エビデン

スレベル海外（分析疫学的研究），日本なし）」，

「慢性気管支炎の定義は喫煙刺激による，閉塞性障

害を伴わないたばこ気管支炎である（推奨グレード

なし，エビデンスレベル海外なし，日本）」，

「禁煙が最も有効な慢性気管支炎治療である（推奨

グレード A（行うよう強く勧められる），エビデン

スレベル海外（1 つ以上のランダム化比較試験

による），日本（分析疫学的研究））慢性気管支炎

の診断には，1) 現在喫煙，2) 湿性咳嗽，3) 禁煙で

軽快する，の 3 点が重要である（推奨グレード A
（行うよう強く勧められる），エビデンスレベル海

外なし，日本（分析疫学的研究））」と記載されて

いる。

. 日本アレルギー学会

日本アレルギー学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 気管支喘息

日本アレルギー学会喫煙は気道の炎症をひきおこ

し，気管支の血管透過性を亢進させることによっ

て，喘息症状を増悪させる22)。日本アレルギー学会

の喘息予防・管理ガイドライン改訂版（2010）にお

いて，喘息の治療の基本は，アレルゲンとなる特異

的環境因子とさまざまな増悪因子（非特異的環境因

子大気汚染物質や喫煙，薬物，ウイルスの呼吸器

感染など）を除去することと記載されている。エビ

デンスレベルの記載は認めない。また，

. 日本整形外科学会

日本整形外科学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 大腿骨頚部骨折

喫煙者は非喫煙者よりも骨密度が低く，骨折のリ

スクが高くなる23,24)。日本整形外科学会・日本骨折

治療学会の大腿骨頚部/転子部骨折診療ガイドライ

ン2012において「喫煙は危険因子である（推奨グレー

ド A行うよう強く推奨する）」と記載されている。

. 日本リウマチ学会

日本リウマチ学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 関節リウマチ

喫煙は関節リウマチを増悪させる25)。日本リウマ

チ学会ホームページで「喫煙はリウマチの発症や悪
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化の要因であり，治療薬の効果を低下させたり，肺

や血管の病気を進めたりすることで，リウマチ治療

の大きな妨げになります。喫煙している方は禁煙を

心がけましょう」としている。関節リウマチ治療に

おけるメトトレキサート（MTX）診療ガイドライ

ン2011における禁煙の記載は見当たらなかった。

. 日本頭頸部癌学会

日本頭頸部癌学会は禁煙宣言を行っている。

1) 頭頸部癌

喫煙は頭頸部癌の最も重要な危険因子である5)。

日本頭頸部癌学会は「多くの頭頸部癌の誘因が喫煙

と過度の飲酒によるものであることが判明していま

す」とし，これらの誘因を排除するために，禁煙・

節酒宣言するとしている。頭頸部癌診療ガイドライ

ン（2013）における禁煙の記載は見当たらなかった。

. 日本口腔腫瘍学会・日本口腔外科学会

日本口腔腫瘍学会・日本口腔外科学会は禁煙宣言

を行っている。

1) 口腔癌

日本口腔腫瘍学会，日本口腔外科学会の科学的根

拠に基づく口腔癌診療ガイドライン2009年版におい

て，2 章疫学で「喫煙は口腔癌における最大の危険

因子と考えられている」（分析疫学研究（コホート

研究や症例対照研究）による），また「国際的には，

喫煙と飲酒の両方を嗜好する国において口腔癌罹患

率が高い」（分析疫学研究（コホート研究や症例対

照研究）による）と記載している。エビデンスクラ

ス分類はされていない。治療として禁煙についての

言及は認めない。

. 日本肺癌学会

日本肺癌学会は禁煙宣言を行っている。

1) 肺癌

喫煙は肺癌の主な原因である5)。日本肺癌学会の

肺癌診療ガイドラインにおいて，危険因子として喫

煙を挙げている。なお，「危険因子例・有症状例に

対しては肺癌検出のための検査を行うよう勧められ

る（グレード A）」としている（推奨グレード A，

B，C1，C2，D の 5 段階）。

. 日本食道学会

日本食道学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 食道癌

日本食道学会の食道癌診療・治療ガイドライン

（2012年 4 月版）において，疫学・現状・危険因子

の項目に「喫煙は食道がんリスクを確実に上昇させ

る。」との記載があるが，エビデンスクラス分類は

されていない。

. 日本胃癌学会

日本胃癌学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 胃癌

喫煙者は非喫煙者よりも胃癌になる確率が 2 倍に

なると報告されている5)。日本胃癌学会の胃癌治療

ガイドラインの解説（一般用）2004では「タバコは

肺がんとの関係が強調されていますが，そればかり

でなく，喉頭がん，食道がん，胃がんの発生も増や

します。タバコは食物とちがって一般的には生活必

需品ではありませんから禁煙を強くお勧めします。

特に，家族や親戚にがん患者が多い方は絶対禁煙す

べきです」と記載されている。

. 日本肝臓学会

日本肝臓学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 肝癌

肝臓癌は喫煙によりリスクが高まる5)。2014年

CDC から新たに喫煙関連疾患と報告されたが日本

肝臓学会による科学的根拠に基づく肝癌診療ガイド

ライン2013に喫煙に関する記載はない。

. 日本膵臓学会

日本膵臓学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 膵癌

日本膵臓学会の膵癌治療ガイドライン2013では

「肥満，喫煙，多量飲酒は膵癌リスクを高める因子

であるので特に遺伝的背景や合併疾患のある膵癌の

高リスク群に対して若年成人からの肥満の予防，禁

煙，適量範囲内の飲酒などの生活習慣の指導が重要

である（推奨グレード B科学的根拠があり，行う

よう勧められる）」と記載されている。推奨グレー

ドは A，B，C1，C2，D の 5 段階である。

. 日本泌尿器科学会

日本泌尿器科学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 膀胱癌

膀胱がんの原因として喫煙が最も重要で，喫煙者

は非喫煙者に比べ，膀胱がんになりやすいことが報

告されている5)。日本泌尿器科学会の膀胱癌診療ガ

イドライン2009年版において，危険因子として「喫

煙は，最も重要な膀胱の発癌因子である。」と，膀

胱癌の一次予防として「禁煙が最も効果のある膀胱

癌予防法と考えられる（推奨グレード B勧められ

る）」と，喫煙と膀胱発癌の関係に関しては「喫煙

は膀胱癌の一因であると考えられている（推奨グ

レード A強く勧められる）」と，膀胱がんのスク

リーニングに関して「喫煙歴のある高齢者や，職業

性発癌物質暴露既往歴を有する人など，いわゆる高

リスク群に対象を限定した場合は，検尿および尿細

胞診の年一回程度の施行が最も効率がよいスクリー

ニング法と考えられる（推奨グレード C勧められ

るだけの根拠が明確ではない）」と記載している。
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2) 腎癌

喫煙は腎癌のリスクを高める26)。日本泌尿器科学

会の腎癌診療ガイドライン2011年版【第 2 版】で，

「腎癌患者の肥満，喫煙，高血圧，アルコール摂取

などの生活習慣や，患者の職業および環境因子には

注意を喚起することが推奨される（グレード Bエ

ビデンスがあり，推奨内容を日常診療で実践するよ

うに推奨する）」と記載されている（推奨グレード

を A，B，C1，C2，D の 5 段階で設定）。

. 日本血液学会

日本血液学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 白血病

成人に多い骨髄性白血病は喫煙者に多いことが報

告されている27)。日本血液学会の造血器腫瘍診療ガ

イドライン2013には，心血管リスクファクター（喫

煙，高血圧，高コレステロール血症，糖尿病）を有

する患者に対するアスピリン投与についての記載は

あるが，禁煙推奨についての記載はない。

. 日本腎臓学会

日本腎臓学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 慢性腎臓病（CKD）

喫煙は腎血流を低下させ，腎硬化症を増悪し，腎

機能を低下させる26)。日本腎臓学会の CKD 診療ガ

イド2012において，CKD 患者診療のエッセンス

2012として「CKD の治療にあたっては，まず生活

習慣の改善（禁煙，減塩，肥満の改善など）を行う」

と述べられ，すべての CKD stage において禁煙が

治療方針の一つとして記載されている。また CKD
治療総論においても，「肥満を予防すること，禁煙

などは高血圧治療や CKD 予防に必須である」と述

べられている。しかしエビデンスクラス分類はされ

ていない。

. 日本血栓止血学会

日本血栓止血学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 静脈血栓塞栓症

喫煙は静脈血栓塞栓症の危険因子であり，高齢者

では，脱水と喫煙が血液の凝固を促進し，深部静脈

血栓症の原因となる28)。日本血栓止血学会の肺血栓

塞栓症/深部静脈血栓症（静脈血栓塞栓症）予防ガ

イドライン（ダイジェスト版）（東京，Medical
Front International Limited, 2004）によると，内科

領域における静脈血栓塞栓症の危険因子の一つとし

て，喫煙歴がリストされ，そのリスクレベル弱い

に分類されている。静脈血栓塞栓症の推奨予防法に

おいて禁煙の記載はない。

. 日本麻酔科学会

日本麻酔科学会は禁煙宣言を行っている。

1) 術前禁煙

術前禁煙については，日本麻酔科学会の周術期禁

煙ガイドライン（2015年 3 月制定）において，「喫

煙者では術中喀痰量が多く，創感染，感染症，肺合

併症，脳神経合併症，骨癒合障害などの術後合併症

が多い。受動喫煙は能動喫煙と同様に周術期のリス

クとなる。（エビデンスレベルa）」エビデンスレ

ベルa，b，a，b，，の 6 段階で設

定。また「術前禁煙のみならず禁煙介入を行うだけ

でも，様々な周術期合併症発生頻度が減少する。安

全な手術のために禁煙は必須の術前準備の 1 つであ

る（推奨度 A強い推奨）」（推奨レベル A，B，C，

I の 4 段階）と記載されている。

. 日本手術医学会

日本手術医学会は禁煙宣言を行っていない。

1) 術前・術後禁煙

日本手術医学会の手術医療の実践ガイドラインに

おいて，「喫煙は術後の肺合併症を高率に発症させ

る原因の 1 つである。できれば 1 か月間の禁煙を行

うべき」と述べられ，術前処置の推奨事項として

「少なくとも定時手術間30日間の禁煙を指導する」

と記載されている。

2016年 4 月現在，専門医，または認定医が非喫煙

者であることを条件としていることをホームページ

で公表している学会は，以下の通りである。

A 日本循環器学会

循環器専門医制度規則第 4 条(6)に「喫煙が心血

管病の危険因子であることを認識し自ら禁煙し且つ

禁煙の啓発に努めること」と明記されている。

B 日本呼吸器学会

専門医制度規則第14条 4 に「非喫煙者であること」

と明記されている。

C 日本歯周病学会

認定指導医制度規則第 3 条(6)に「本学会定款細

則第43条の規定に基づき禁煙宣言に対して同意した

非喫煙者であること」と明記されている。指導医は

専門医を経て認定されるが専門医の規則には「非喫

煙者であること」という条件は設定されていない。

D 日本顎顔面インプラント学会

禁煙推進宣言に「日本顎顔面インプラント学会で

は，歯科医療の専門家集団として，自らの足元から

禁煙および受動喫煙防止活動を積極的に推進すると

ともに，その重要性を社会に発信し，たばこのない

社会を目指して禁煙活動に取り組むことを誓い，こ

こに禁煙推進宣言を行う」とあり，「本学会専門医

は，全員非喫煙者であることを条件とする」と記載

されている。
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E 日本人間ドック学会

禁煙宣言に「喫煙対策として，まず，人間ドック

健診を担当するすべての医療従事者が禁煙するこ

と，そして，喫煙する人間ドック健診受診者，特定

保健指導受診者に対し禁煙指導を行うこと，さらに

は，禁煙の重要性を社会に発信し喫煙対策の推進を

図ることをここに宣言し，以下に基本方針の提言を

行います」とあり，日本人間ドック学会会員への呼

びかけとして「日本人間ドック学会（以下，本学会）

は，会員のすべてが非喫煙であることを目指し，こ

とに人間ドック専門医・認定医は非喫煙であること

をその資格条件とします」と記載されている。

 考 察

たばこ関連疾患を取り扱う各学会のガイドライン

において禁煙推奨の位置づけを検討した。 学会

としての禁煙宣言や喫煙と疾病との関連性に関する

記載， 疾病の治療指針として禁煙推奨の記載，

 禁煙推奨のクラス分類やエビデンス分類につい

ての記載，以上の項目を中心に検討した。

脳心血管疾患の分野に関しては，日本循環器学

会，その他の学会合同で作成された虚血性心疾患の

一次予防ガイドライン・心筋梗塞二次予防ガイドラ

イン・冠攣縮性狭心症の診断と治療に関するガイド

ライン，日本脳卒中学会の脳卒中ガイドラインにお

いて，前記すべてが記載されている。特に脳

卒中ガイドラインにおいては，治療指針として禁煙

推奨，禁煙治療を推奨，受動喫煙回避のすべてに関

してのグレード分類がなされている。日本循環器学

会その他学会合同研究による血管炎症候群の診療ガ

イドラインのバージャー病に関する項，ならびに日

本腎臓学会の CKD 診療ガイドにおいては，治療の

基本的事項として禁煙の重症性が述べられている

が，そのクラス分類やエビデンスレベルに関する記

載はなかった。動脈硬化学会の動脈硬化性疾患予防

ガイドラインではの記載が揃っているが禁煙

推奨のクラス分類はされていなかった。日本血栓止

血学会の静脈血栓塞栓症予防ガイドラインでは静脈

血栓塞栓症の弱い危険因子として喫煙歴があげられ

ているが，治療指針として禁煙に関する記載はなか

った。日本の心血管分野ガイドラインの内，日本循

環器学会・日本脳卒中学会のガイドラインにおいて

は，他の分野より比較的強く禁煙の重要性が強調さ

れている。

日本糖尿病学会の科学的根拠に基づく糖尿病診療

ガイドライン2013では「糖尿病慢性合併症の予防，

進展抑制のためには禁煙を守る」と記載され，グ

レード A に分類されている。しかし学会としての

禁煙宣言や喫煙の糖尿病合併症に及ぼす影響などに

関する記載はなく，その主張レベルは高くなかっ

た。禁煙後 3 年間は糖尿病の発症リスクが増加し，

高血糖が悪化することがあるなど，血糖コントロー

ルの面からは禁煙によるマイナス面が出ることがあ

ることを考慮している可能性がある。しかし，禁煙

後たとえ体重増加を来たしても，体重増加を 5 kg
以内に抑えて 4 年を越えて禁煙している人は，現在

喫煙者より有意に心血管イベントの発症率が低がる

と報告されている29)。さらに糖尿病の重篤な合併症

である末梢動脈硬化性疾患においては，喫煙が足壊

疽などの重症化危険因子として最も寄与率が大き

く10)，糖尿病と喫煙が重なると極めて大きな足壊疽

危険因子となる。このように重篤な合併症を予防す

る観点から，糖尿病が安定している時期に糖尿病患

者の禁煙を積極的に進めることは非常に重要である

と考える。また，2016年のアメリカ公衆衛生総監報

告書で，新たに喫煙と因果関係ありとされた疾患

（糖尿病，加齢性黄斑変性，慢性関節リュウマチな

ど）については，それまでからリスク因子として指

摘されていたものの，喫煙との関連性に因果関係あ

りと判定されたのがガイドライン作成後であるた

め，今回レビューした学会のガイドラインに十分な

形で反映されていない可能性が考えられる。

日本産科婦人科学会の産科婦人科診療ガイドライ

ン産科編・婦人科編，日本呼吸器学会の咳嗽に関す

るガイドラインにおいての記載が揃ってい

る。しかし，COPD，気管支喘息や歯周病ガイドラ

インにおいては禁煙の重要性は述べられているもの

の，エビデンスレベルの記載がなかった。

癌に関連する各学会の中で，日本泌尿器科学会の

膀胱癌および腎癌診療ガイドラインにおいて

の記載が揃っている。それ以外の癌関連各学会にお

いては，日本口腔外科学会，日本口腔腫瘍学会，日

本頭頸部癌学会，日本肺癌学会が禁煙宣言を行うな

ど，禁煙を学会の取り組みとしてはいるものの，ガ

イドラインの治療指針に関する記載は診断，ならび

に化学療法や手術療法などの治療法，リハビリ，緩

和医療についての記載が主になっている。これは発

症した予後の悪い癌患者における禁煙の効果に関す

るエビデンスが揃っていないことによると思われ

る。日本胃癌学会はガイドラインで喫煙が胃癌の危

険因子であることが述べられ，禁煙を推奨している

が，禁煙宣言を行っていない。日本膵臓学会はガイ

ドラインに「喫煙は危険因子である」という記載は

あるが治療指針として禁煙の記載はなく禁煙宣言も

行われていない。日本血液学会の造血器腫瘍診療ガ

イドラインでは白血病の治療指針として禁煙に関す
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る記載はなかった。世界保健機関（WHO）の国際

がん研究機関（IARC）の評価（2002年）において，

喫煙とたばこ煙は，ヒトに対して最も強い発がん性

があると判定されている27)。国際がん研究機関

（IARC）の報告書27)では，環境中のたばこ煙（En-
vironmental tobacco smoke）についても，最も強い

発がん性があると判定されている。日本のガイドラ

インにおいては，喫煙ががん発症の危険因子として

触れられているものの，禁煙を治療指針に取り入れ

ているものは少ないことが判明した。

日本整形外科学会の大腿骨頚部/転子部骨折診療

ガイドライン2012では「喫煙は大腿骨頚部/転子部

骨折の危険因子である」と記載され推奨グレード A
に分類されている。しかし学会としての禁煙宣言や

禁煙推奨の記載は見られなかった。日本リウマチ学

会は学会としての禁煙宣言やガイドラインに喫煙が

リウマチの危険因子であること，禁煙推奨といった

記載はないが学会ホームページ上で喫煙はリウマチ

の危険因子であることを述べている。しかし禁煙に

おいては「心がけましょう」という記載にとどまっ

ている。以前より喫煙は骨代謝と骨折の治癒を遅ら

せ，術後感染のリスクを高め，骨癒合不全率を高め

ることが報告されている30)。関節リウマチにおいて

も喫煙は関節リウマチの危険因子であり，関節リウ

マチ患者20～30程度に起こる合併症，間質性肺炎

は，喫煙で起こりやすくなるといわれている25)。喫

煙が骨折，リウマチの危険因子であることを周知さ

せ，禁煙をより積極的に進める必要があると考える。

日本眼科学会の加齢黄斑変性の治療指針2012年で

は前駆病変，萎縮型加齢黄斑変性に対しては，禁煙

や食生活などの生活習慣改善と抗酸化サプリメント

による予防的治療をと記載されている。学会として

禁煙宣言は行っておらず，喫煙が加齢黄斑変性に及

ぼす悪影響などに関する記載はなく，禁煙推奨の主

張レベルは高くなかった。

最後に，術前禁煙の効果については，無作為比較

試験の結果，術後合併症は，禁煙非治療群52に比

べて禁煙治療群18と大きく減少することが示され

ている31)。なかでも創傷に関する合併症は禁煙非治

療群31に比べて禁煙治療群 5で，特に差がみら

れた。日本手術医学会の手術医療の実践ガイドライ

ンにおいて，「喫煙は術後の肺合併症を高率に発症

させる原因のひとつである。できれば 1 か月間の禁

煙を行うべき」と述べられ，術前処置の推奨事項と

して「少なくとも定時手術間30日間の禁煙を指導す

る」と記載されている。しかし，エビデンスクラス

分類についても記載がなくその強制性は弱い。日本

麻酔科学会では2015年 3 月に周術期禁煙ガイドライ

ンにおいての記載が揃っている。喫煙が手術

患者に与える影響，禁煙が手術患者に与える影響，

禁煙支援，長期（永続的）禁煙の影響，再喫煙防止

と項目ごとにエビデンスレベルと推奨レベルが設定

されている。

アメリカ心臓協会（AHA）ガイドライン2002
年「リスクへの取り組み」においては，「来院ごと

に喫煙状況について質問し，すべての喫煙者に明確

で，強い，個別のメッセージで禁煙するようアドバ

イスする」と勧告されている32)。米国心臓協会

（AHA）と米国心臓病学会（ACC）が2011年に発表

したガイドライン「2 次予防とリスク低減」におい

ても，目標を禁煙とし，「来院ごとに喫煙状況につ

いて質問する」，「来院ごとに喫煙者に禁煙を勧める」

と勧告している33)。

アメリカ臨床腫瘍学会（ ASCO ）の 2013 年

Tobacco Cessation and Control a Decade Later34)で

は，すべての患者に，「あなたはタバコを吸います

か」と尋ねることが示され，患者を今まで煙草を吸

ったことのない非喫煙者，以前に煙草を吸ったこと

のある非喫煙者，喫煙者に分け，それぞれの患者へ

の対応を記載している。さらに喫煙者への対応につ

いては，質問の回答により対応を 4 つに分類するな

ど，禁煙推奨を診療の場で実践するための具体的な

方法がガイドラインに明記されている。

国内ガイドラインでは，日本循環器学会の禁煙ガ

イドライン2010において，簡易禁煙治療（日常診療

等における禁煙支援）として，喫煙状況や禁煙意志

の評価に基づく禁煙治療のアルゴリズムが記載され

ているもの，今回調査したすべての学会の喫煙関連

疾患別ガイドラインにおいては禁煙推奨を来院ごと

に行うという記載は見当たらず，アメリカに比べれ

ば未だ遅れていると思われた。

ガイドラインの性質を定義した大阪地裁 H19．9．

19の判決では「一般に診療ガイドラインは，作成時

点で最も妥当と考えられる手順をモデルとして示し

たものであることが認められ，具体的な医療行為を

行うにあたって，ガイドラインに従わなかったとし

ても，直ちに診療契約上の債務不履行又は不法行為

に該当すると評価することができるものではない

が，当該ガイドラインの内容を踏まえた上で医療行

為を行うことが必要であり，医師はその義務を負っ

ていると解される」と述べられている35,36)。すなわ

ち医療従事者はガイドラインを踏まえて医療を行う

義務を負っているものと解釈される。従ってガイド

ラインに禁煙推奨の記載がある疾患群の診療におい

て，医療従事者が禁煙推奨を行わず，患者が重篤な

合併症を発生した場合は，医療従事者が義務違反と
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して責任を負う可能性がある。

専門医，または認定医が非喫煙者であることを条

件としていることをホームページで公表している学

会は，日本循環器学会，日本呼吸器学会，日本歯周

病学会，日本顎顔面インプラント学会，日本人間ド

ック学会の 5 学会のみであった。医療従事者の禁煙

に関する意識を高めるために，今後さらに専門医・

認定医が非喫煙者であることを条件としていること

を明記し，禁煙宣言を行う学会が増えることが望ま

れる。

 お わ り に

各学会の治療指針ガイドラインにおいて禁煙推

奨・禁煙治療・受動喫煙に関する記述に関する調査

研究と各学会の専門医・認定医の規則に関して調査

を行った。心血管分野のガイドラインと日本麻酔科

学会周術期禁煙ガイドラインは比較的よく禁煙の重

要性が記述されているが，それでも欧米に比べれば

遅れていることが判明した。ガイドライン記述を充

実させることは，医療従事者の禁煙勧奨や禁煙治療

に関する意識や行動を変化させ，ひいては喫煙関連

疾患の発症ならびに重症化予防，QOL 改善，医療

費の節減を通して，健康な長寿社会の実現につなが

ると考えられる。

本研究は厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖

尿病等生活習慣病対策総合研究事業，H25―循環器等

（生習)―一般―010により助成を受けた。開示すべき

（COI）利益相反状態はない。
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